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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については平成30年度（2018年度）まで実績、令和元年度（2019年度）・令和２年度（2020年度）は見込み、令和３年度（2021年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値
注４ 平成27年（2015年）産業連関表の公表に伴い、平成27年以降建築物リフォーム・リニューアルが追加されたとともに、平成23年以降の投資額を遡及改定している

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和３年度は約63兆円となる見通し（ピーク時から約25％減）。

○ 建設業者数（令和３年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和３年平均）は485万人で、ピーク時（平成９年平均）から約29％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲29.2%

485万人
（令和３年平均）

475千業者
（令和３年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲20.9%

62.7兆円
（令和３年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲25.4％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）
就業者数：619万人

許可業者数：531千業者
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公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

令和４年３月から適用する公共工事設計労務単価について

○全国全職種平均値は時間外労働時間を短縮するために必要な費用を反映し、１０年連続の上昇

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 H24比

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3% → +1.0% → +3.0% +57.6%

全職種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% → +1.2% → +2.5% +57.4%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた
被災三県における単価引き上げ措置

等を実施

１０年連続の上昇

1
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（資料）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
  年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

（千円）

全産業男性労働者

製造業男性生産労働者

建設業男性生産労働者

平成25年～令和元年の賃金上昇率
建設業：年平均2.7%
製造業：年平均1.2%
全産業：年平均1.1%

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移
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210.0

215.0

220.0

225.0

230.0

235.0

240.0

245.0

250.0

255.0

260.0

H9 H11H13H15H17H19H21H23H25H27H29R元 R３

年間出勤日数の推移
雇用保険 健康保険 厚生年金 ３保険

H23.10 94％ 86％ 86％ 84％

H24.10 95％ 89％ 89％ 87％

H25.10 96％ 92％ 91％ 90％

H26.10 96％ 94％ 94％ 93％

H27.10 98％ 97％ 96％ 96％

H28.10 98％ 97％ 97％ 96％

H29.10 98％ 98％ 97％ 97％

H30.10 98％ 98％ 97％ 97％

R01.10 99％ 99％ 99％ 98％

R02.10 99％ 99％ 99％ 99％

R03.10 99％ 99％ 99％ 98％

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000 製造業生産労働者（男性）

建設業生産労働者（男性）

建設業を取り巻く現状と課題

社会保険の加入は一定程度進んでいるが、
下位の下請になるほど加入率は低く、さらに
踏み込んだ対策が必要。

企業別・３保険別加入割合の推移（事業者単位）

給与は建設業全体で上昇傾向にあるが、生産
労働者（技能者）については、製造業と比べ低い
水準。

建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
 令和２年より生産労働者のみの調査がなくなったため、2020年の生産労働者の値は、
全労働者の対前年増減率と同じ増減率を仮定して算出。

○製造業の賃金のピークは50 54歳であることに対し、建設業の賃
金ピークは45 49歳。
○賃金カーブのピーク時期が製造業よりも早く到来する傾向があり、
現場の管理、後進の指導等のスキルが評価されていない可能性。

出典：公共事業労務費調査

建設業は全産業平均と比較して年間340時間
以上長時間労働の状況。

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

出典：令和元年賃金構造基本統計調査

（単位：千円） 年齢階層別の賃金水準

約3％
の差

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

104時間

346時間

19.5 

14.2 

22.6 

6.7 

6.2 

6.8 

29.7 

26.9 

31.5 

7.8 

7.4 

9.2 

29.7 

37.5 

24.6 

6.6 

7.7 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

建築工事

土木工事

4週8休
(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

現在4週8休は
２割以下

出典：日建協「2020時短アンケート」を基に作成

※日建協の組合員の技術者等を対象にアンケート調査。
※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。

建設業における休日の状況（技術者）

（4週当たり）
休暇日数

5.59日

（4週当たり）
休暇日数

5.78日

（4週当たり）
休暇日数

5.29日

他産業では当たり前となっている週休２日もとれ
ていない。

1.9 
14.1 

21.2 
19.9 

26.3 
33.3 

44.2 
38.5 

30.1 
26.9 

52.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65歳以上

60歳以上の高齢者（79.5万人、25.7％）は、10
年後には大量離職が見込まれる。一方、それを
補うべき若手入職者の数は不十分。

年齢階層別の建設技能労働者数

出典：総務省「労働力調査」（R３年平均）を元に国土交通省にて推計

（年齢階層）

37.2万人
12.0％

（万人)

79.5万人
25.7％

平成９年度：1972時間
令和３年度：1874時間

▲98時間

平成９年度：2026時間
令和３年度：1978時間

▲48時間

平成９年度：1887時間
令和３年度：1632時間

▲255時間
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「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」 

結果概要 

 

 

令和３年１０月１日 

一般社団法人 全国建設業協会 

発表記者クラブ 

建設記者会 

建通新聞 

問い合わせ先 

一般社団法人 全国建設業協会 

  労働部 労働部長   古田 宏昌 

 労働部係長 吉田 隼三 

住 所：東京都中央区八丁堀２－５－１ 

電 話：０３－３５５１－９３９６／ＦＡＸ：０３－３５５５－３２１８ 

e-mail：rodo@zenken-net.or.jp

本会では、今後、働き方改革への取組を推進する上で、会員企業の実情や働き

方改革への取組状況等を把握し、目指すべき方向性等を探ることを目的として、今

後の施策展開に活用すべく「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアン

ケート調査」を実施した。

今年度より始まった「目指せ週休２日＋３６０時間（２＋３６０ ツープラスサンロク

マル）運動」については、「既に導入している」「取り組んでいる」「取組を検討してい

る」を合わせると４７．５％となった。また、令和３年３月３０日に国土交通省と建設４

団体で技能労働者の概ね２％以上の賃上げを目指すとの申し合わせ事項について

は、「取り組んでいる」が３３．３％、「取組を検討している」が３６．３％となり、会員企

業に浸透している結果となった。 

さらに技能労働者の賃金の支払いの状況については、４割強の企業が「２％以上

引き上げた（引き上げる）」と回答した。また、直近１年間で下請と契約する際の労務

単価については、45％の企業が「引き上げた」と回答し、引き上げた企業のうち４割

強が「２％以上引き上げた（引き上げる）」と回答した。 

mailto:rodo@zenken-net.or.jp
YHEBJ
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「働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」 

結果概要 

 

 本会で策定した「働き方改革行動憲章」を、より一層具体化するため「今後の働き方改革の取組につい

て」を平成 30年３月に機関決定し、各都道府県建設業協会を通じ会員企業に周知を図っている。本会では、

今後、働き方改革への取組を推進する上で、会員企業の実情や働き方改革への取組状況等を把握し、目指

すべき方向性等を探ることを目的として、10月からのブロック会議や今後の施策展開に活用すべく「働き

方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」を実施した。   

 

１．今後の働き方改革の取組 

   今年度よりスタートした「目指せ週休２日＋３６０時間運動」については、「既に導入している」「取

り組んでいる」「取組を検討している」を合わせると半数近く（47.5％）となった。また、国土交通省

と建設４団体との技能労働者の賃上げに関する申し合わせ事項については、「取り組んで     

いる」「取組を検討している」を合わせると７割弱（69.6％）となり、企業への周知が進んでいる。 

 

２．残業時間の状況 

   月当たりの平均残業時間数は、現場、事務所共に「15時間未満」が最多となったが、その割合は

事務所が 86.4％だったのに対して、現場は 52.0％にとどまるなど、現場での平均残時間数が総じて

長くなっている。また、長時間労働の抑制に向けての取組については、週休２日制への取組が進むな

か、「統一土曜閉所への参加」が昨年より 2.5ポイント増加し、項目中最も高い増加となった。 

 

３．３６協定の締結状況について 

 ３６協定の締結状況については、「一般条項のみ締結」「特別条項についても締結」を合わせ９割弱

の企業が締結していた。現在締結している３６協定における１年間の延長することができる時間数は

事務所では、「１６０時間未満」が最多で 39.9％だったのに対して、現場では「２６      

０時間以上３６０時間未満」が最多で 27.1％だった。また、現場、事務所で７２０時間以上と回答し

た企業は 10.5％、4.8％と、昨年から双方とも上昇した。 

働き方改革実行計画の決定日以降に締結した３６協定の１年間に延長できる時間数については、２

割弱の企業で「短くした」「今後短くする予定」との回答で、昨年からは 3.8ポイント減少した。短く

したと回答した企業での縮小幅は、現場、事務所とも長時間での削減傾向がみられた。さらに、今後

短くする予定と回答した企業のうち、実施予定時期については、時間外労働の上限規制が適用される

以前（令和５年度内）と回答した企業が７割強となった。 

 

４．賃金の支払い状況について 

  賃金の支払い状況については、昨年と比較して技能者で「月給制」が 1.6ポイント増加し、「日給月

給制」が 2.2 ポイント減少した。直近１年間での職員の賃金については、基本給、一時金等を引き上

げたと回答した企業が約８割となった。 

 技能者労働者の賃上げについては、４割強の企業が「２％以上引き上げた（引き上げる）」と回答し

た。また、直近１年間で下請と契約する際の労務単価については、45％の企業が「引き上げた」と回答

し、引き上げた企業のうち４割強が「２％以上引き上げた（引き上げる）」と回答し      

た。 

以上 
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14.7

15.1

17.325.1

27.8

完工高に占める官公庁発注工事の割合

30％未満

30％以上50％未満

50％以上70％未満

70％以上90％未満

90％以上

働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果①

本会で策定した「働き方改革行動憲章」を、より一層具体化するため「今後の働き方改革の取組について」を平成30年３月に機関決定し、各都道府県建設業協会を通じ会員企業に周知を図っている。本会では、

今後、働き方改革への取組を推進する上で、会員企業の実情や働き方改革への取組状況等を把握し、目指すべき方向性等を探ることを目的として、10月からのブロック会議や今後の施策展開に活用すべく「働

き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査」を実施した。

調査対象：各都道府県建設業協会会員企業回答社数：4,625社（回答率25.0％）

調査時期：令和３年８月１日現在の状況事業内容：土木2,906社、建築453社、土木建築1,144社、その他122社

（※（ ）は前年）

取扱注意

2.6

2.5

12.7

13.2

60.6

40.9

24.1

43.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般土木

建築

国土交通省等級（本社所在地の地方整備局）

A B C D

（13.4） （60.0） （23.4）

（3.0）（12.5）

63.2

57.9

27.4

22.1

7.3

13.6

2.1

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般土木

建築

都道府県等級（本社所在地）

S・A B C D

5.1

48.2
27.7

14.6

3.8

0.7 資本金

1,000万円未満

1,000万以上3,000万円未満

3,000万以上5,000万円未満

5,000万以上１億円未満

１億以上10億円未満

10億円以上

25.1

59.2

10.0

3.4 2.2

従業員規模

10人以下

11人～50人

51人～100人

101人～200人

201人以上

55.4

17.0

14.2

6.3

7.2

職員の職種

技術者

技能者

事務職員

営業職員

その他職員

（3.2）

（43.6） （40.9）

（63.0） （27.1） （7.9）（2.0）

（57.9） （23.2） （12.8） （6.1）

（1.6） （1.6）（3.4）

（48.9）
（25.0）

（19.5）

（1.0）

（4.5）（4.3）

（49.6）（26.7）

（13.9）
（27.2）

（26.1） （16.5）

（14.9）

（15.3）

（24.1）

（60.1）

（9.8）

（2.5）（3.6）

（6.1）
（8.5）

（15.4）

（13.2）

（56.8）

48.1

20.1

25.4

3.6 1.6 1.2

前年度完工高

5億円未満

5億以上10億円未満

10億以上50億円未満

50億以上100億円未満

100億以上200億円未満

200億円以上



44.6

41.7

35.7

21.8

18.1

17.8

4.6

2.2

0.3

2.9

16.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

経営トップによる声かけ

定時退社の呼びかけ

休日出勤の禁止・抑制

深夜残業の禁止・抑制

ノー残業デーの導入

統一土曜閉所への参加

テレワークの活用

朝型勤務の導入

プレミアムフライデー

その他

特に取組んでいるものはない

長時間労働の抑制に向けての取組について

（複数回答可）

4.6

10.5

32.4

17.2

35.2

「目指せ週休２日＋３６０時間運動」の実施状況

既に導入している

取り組んでいる

取組を検討している

知ってはいるが取り組む予定はない

知らない

働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果②

残業時間の状況について 月当たりの平均残業時間数は、現場、事務所共に「15時間未満」が最多となったが、その割合は事務所が86.4％だったのに対して、現場は

52.0％にとどまるなど、現場での平均残時間数が総じて長くなっている。また、長時間労働の抑制に向けての取組については、週休２日制への

取組が進むなか、「統一土曜閉所への参加」が昨年より2.5ポイント増加し、項目中最も高い増加となった。

（％）

33.3

36.3

10.2

20.2

国土交通省と建設4団体との技能労働者の賃上げに

関する申し合わせ事項の実施状況

取り組んでいる

取組を検討している

知ってはいるが取り組む予定はない

知らない
88.6

8.2

1.6 1.6

社会保険加入促進対策
（直接契約する下請けに対するもの）

取り組んでいる

取組を検討している

知ってはいるが取り組む予定はない

知らない

52.0

29.0

13.3

4.6

1.2

月当たり平均残業時間（現場）

15時間未満

15時間以上30時間未満

30時間以上45時間未満

45時間以上60時間未満

60時間以上

86.4

10.8

2.6

月当たり平均残業時間（事務所）

15時間未満

15時間以上30時間未満

30時間以上45時間未満

45時間以上60時間未満

60時間以上

（1.4）

（88.2）

（8.6）

（1.7）

（52.9）

（27.3）

（41.5）

（14.3）

（4.6）

（1.0）

（2.5）

（85.3）

（11.7）

（22.7）

（36.3）

（44.8）

（15.3）

（0.5）

（4.3）

（2.5）

（2.1）

（18.9）

（17.6）

働き方改革の取組について 今年度よりスタートした「目指せ週休２日＋３６０時間運動」については、「既に導入している」「取り組んでいる」「取組を検討している」を合わせ

ると半数近く（47.5％）となった。また、国土交通省と建設４団体との技能労働者の賃上げに関する申し合わせ事項については、「取り組んで

いる」「取組を検討している」を合わせると７割弱（69.6％）となり、企業への周知が進んでいる。



57.7

31.2

11.1

36協定の締結状況

一般条項のみ締結

特別条項についても締結

締結をしていない

（58.5）

（28.8）

（12.6）

働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果③

３６協定の締結状況について ３６協定の締結状況については、「一般条項のみ締結」「特別条項についても締結」を合わせ９割弱の企業が締結していた。現在締結してい

る３６協定における１年間の延長することができる時間数は事務所では、「１６０時間未満」が最多で39.9％だったのに対して、現場では「２６

０時間以上３６０時間未満」が最多で27.1％だった。また、現場、事務所で７２０時間以上と回答した企業は10.5％、4.8％と、昨年から双方

とも上昇した。

働き方改革実行計画の決定日以降に締結した３６協定の１年間に延長できる時間数については、２割弱の企業で「短くした」「今後短くする

予定」との回答で、昨年からは3.8ポイント減少した。短くしたと回答した企業での縮小幅は、現場、事務所とも長時間での削減傾向がみられ

た。さらに、今後短くする予定と回答した企業のうち、実施予定時期については、時間外労働の上限規制が適用される以前（令和５年度内）

と回答した企業が７割強となった。

10.5

81.6

7.9

働き方改革実行計画の決定日（平成29年3月28日）以降に締結

した36協定の1年間に延長できる業務時間数（※１）

短くした

変わらない

今後短くする予定

8.1

31.5

34.7

25.6

※１において今後短くする予定の企業の短縮予定時期

令和３年度内

令和４年度内

令和５年度内

令和６年度以降

24.2

39.9

8.8

10.2

27.1

23.6

10.3

11.1

6.5

3.5

12.7

6.8

10.5

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場

事務所

36協定における１年間の延長することができる時間数

160時間未満 160時間以上260時間未満 260時間以上360時間未満

360時間 361時間以上540時間未満 540時間以上720時間未満

720時間以上

59.5

73.6

18.9

14.2

14.0

7.9

4.9

2.5

2.7

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場

事務所

※１において縮小幅の一番多い業務の時間数

60時間未満 60時間以上120時間未満 120時間以上240時間未満

240時間以上360時間未満 360時間以上

（20.9）

（12.2）

（77.8）

（10.0）

（30.1）

（24.4）

（17.3）

（25.6） （9.9） （27.2） （9.5）（6.5） （11.8） （9.6）

（40.6） （9.7） （25.0） （10.5）（3.6）（6.6）（4.1）

（61.5） （21.0） （11.3） （4.0）（2.2）

（79.7） (11.0） （5.1）（3.0）（1.2）

（n=308） （n=394社）



4.1

1.2

13.3

3.8

51.1

32.7

14.4

13.6

17.2

48.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場

事務所

週休日の実施状況

おおむね４週４休以下 おおむね４週５休 おおむね４週６休

おおむね４週７休 おおむね４週８休

2.4

10.5

40.2
35.4

11.5

会社で定めた年間休日

70日以下

71日以上85日以下

86日以上100日以下

101日以上115日以下

116日以上

働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果④

休日の状況について 週休日の実施状況については、現場、事務所とも昨年と比べ、「おおむね４週８休」と回答した企業がそれぞれ4.1ポイント、3.4ポイント増加し、項目

中最高の増加となった。また、４週８休に向けての取組については、「施工の効率化」「職員の意識向上」と回答した企業がそれぞれ７割以上となり、

「ICT等のイノベーションの活用」と回答した企業は昨年と比較して6.5ポイント増加し、項目中最も高い増加となった。

5.6

3.8

14.4

4.9

44.0

26.9

28.2

35.1

7.8

29.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場

事務所

年間休日日数

70日以下 71日以上85日以下 86日以上100日以下 101日以上115日以下 116日以上

74.8

72.9

44.3

33.3

17.0

14.9

2.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

施工の効率化

職員の意識向上

職員の能力向上

ＩＣＴ等のイノベーションの活用

下請企業への４週８休での見積もり依頼

日給月給制から月給制への移行

その他

４週８休に向けての取組
（取り組んでいる企業、複数回答可）

55.2

53.5

44.8

28.0

26.4

17.5

1.4

8.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

計画的な取得・付与

半日・時間単位の付与

経営トップによる声掛け

取得状況の見える化

リフレッシュ休暇の活用

プラスワン休暇の活用

その他

特に取組んでいるものはない

有給休暇取得促進に向けての取組
（複数回答可）

（2.3）

（11.1）

（40.2）

（35.2）

（11.1）

（4.3）（17.5） （51.0） （14.1） （13.1）

（1.4）

（4.6）
（34.7） （14.0） （45.3）

（6.6） （16.6） （43.6） （26.6） （6.6）

（5.1）（6.4） （28.1） （35.9） （24.6）

（72.6）

（71.7）

（43.7）

（26.8）

（11.3）

（14.9）

（1.6）

（56.1）

（49.0）

（43.7）

（27.5）

（26.6）

（15.6）

（0.0）

（9.1）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑤

賃金の支払い状況について 賃金の支払い状況については、昨年と比較して技能者で「月給制」が1.6ポイント増加し、「日給月給制」が2.2ポイント減少した。直近１年間で

の職員の賃金については、基本給、一時金等を引き上げたと回答した企業が約８割となった。

技能者労働者の賃上げについては、４割強の企業が「２％以上引き上げた（引き上げる）」と回答した。また、直近１年間で下請と契約する際

の労務単価については、45％の企業が「引き上げた」と回答し、引き上げた企業のうち４割強が「２％以上引き上げた（引き上げる）」と回答し

た。

79.7

45.0

82.6

85.7

12.5

39.4

12.1

10.2

7.5

13.1

4.3

2.5

0.3

2.6

1.0

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者

技能者

事務職

営業職

職員の賃金の支払い基準について

月給制

日給月給制

職位等により、月給・日給月給制を併用

その他

50.8

7.9

21.2

19.0

0.3

0.5
0.3

直近1年間での職員の賃金

基本給を引き上げた
一時金のみを引き上げた
基本給・一時金とも引き上げた
引き上げは行っていない
基本給を引き下げた
一時金のみ引き下げた
基本給・一時金とも引き下げた

45.0

14.3

40.6

0.0

直近1年間で下請と契約する際の労務単価

引き上げた

前年に引き上げたため引き上げは行っていない

引き上げは行っていない

引き下げた

41.2

26.2

14.7

0.1
17.9

下請企業における技能労働者の賃上げの程度
（直近1年間で下請と契約する際の労務単価を引き上げた企業

または、今後引き上げる予定の企業）

２％以上引き上げた（引き上げる）

２％未満引き上げた（引き上げる）

引き上げない（前年と同じ）

引き下げた（引き下げる）

知らない

（80.6） （11.7）（7.4）
（0.3）

（43.4） （41.6） （12.7）（2.3）

（82.3） （12.2）（4.4）（1.1）

（85.4） （10.4）（2.5）
（1.7）

（0.5）

（0.2）

（52.6）

（8.4）

（19.0）

（18.9）

（0.3） （0.2）

（59.8）

（9.8）

（30.3）

42.1

30.0

27.7

0.2

会員企業における技能労働者の賃上げ

２％以上引き上げた（引き上げる）

２％未満引き上げた（引き上げる）

引き上げない（前年と同じ）

引き下げた（引き下げる）

（n=3,706社） （n=2,684社）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑥

女性職員の採用状況について 職種別女性職員の増減状況については、いずれも増加が減少を上回っており、女性職員の増勢が続いている。採用女性職員の職種につ

いては、技術者が26.2％、事務職員が53.5％、離職女性職員の職種については、技術者が17.3％、事務職員が63.8％となっている。

17.3

2.8

69.7

3.9

6.3

女性職員の職種

技術者

技能者

事務職員

営業職員

その他職員
66.2

33.8

職員の採用状況

採用した

採用していない 81.9

18.1

採用した職員の男女比

男性

女性

35.6

31.5

26.7

18.7

12.5

26.1

29.0

21.2

10.8

7.8

38.3

39.5

52.2

70.5

79.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員数

技術者

技能者

事務職員

営業職員

職種別職員の増減状況

増加した企業 減少した企業 増減のない企業

17.4

9.2

3.5

16.4

4.6

8.3

3.6

1.9

9.6

1.6

74.3

87.2

94.6

74.0

93.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職員数

技術者

技能者

事務職員

営業職員

職種別女性職員の増減状況

増加した企業 減少した企業 増減のない企業

26.2

5.2

53.5

5.3
9.9

採用女性職員の職種

女性技術者

女性技能者

女性事務職員

女性営業職員

女性その他職員

17.3

3.7

63.8

3.6 11.6

離職女性職員の職種

女性技術者

女性技能者

女性事務職員

女性営業職員

女性その他職員

（20.2）

（1.9）

（67.8）

（5.3）

（4.8）

（66.0）

（34.0）

（18.7）

（81.3）

（37.1）

（33.1）

（27.9）

（20.5）

（11.9）（6.5）

（23.9）

（26.7）

（19.3）

（11.6）

（39.1）

（40.2）

（52.7）

（67.9）

（81.7）

（17.8）

（9.6）

（2.6）
（18.6）

（4.0）

（6.8）

（2.7）

（1.6）

（9.6）

（1.0）

（75.4）

（87.7）

（95.9）

（71.9）

（95.0）

（28.2）

（3.1）

（53.4）

（9.0）
（6.3）

（17.3）

（2.7）

（65.1）

（6.9） （8.0）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑦

女性職員のための環境整備について 女性のいる現場の女性専用トイレ設置状況については、「女性専用トイレをすべての現場で設置」が33.3％だった。また、女性のいる

現場の女性専用更衣室設置状況については、「女性専用の更衣室をすべての現場で設置」が12.0％だった。

5.4

2.1

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性技術者のいる現場数

女性技能者のいる現場数

女性事務職員のいる現場数

女性のいる現場の割合（職種）

33.3

38.4

8.3

19.9

女性職員のいる現場の女性専用トイレ設置状況

女性専用トイレをすべての現場で設置

女性専用トイレを一部の現場で設置

現場の近くに公園等借用できるトイレがある

男女共用

12.0

24.3

5.6

58.1

女性職員のいる現場の女性専用更衣室設置状況

女性専用の更衣室をすべての現場で設置

女性専用の更衣室を一部の現場で設置

男女共用の更衣室

そもそも更衣室はない

15.1

84.9

育児休業の利用実績について

利用実績はある

利用実績はない

（3.9）

（1.9）

（4.1）

（34.4）

（36.9）

（7.9）

（20.8）

（14.6）

（27.0）

（5.1）

（53.4）

（15.2）

（84.8）

（n=1,033社）

（n=1,030社）
（n=3,672社）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑧

女性活躍促進の取組について 女性職員の活躍促進に向けての取組については、「子育て支援」「女性の積極的な採用」と回答した企業が多く、共に約4割となった。

職員の職場復帰に関して直近1年間で実施した措置や制度については、「育児短時間勤務制度」と回答した企業が多く、過半数を超えた。

50.7

44.8

42.4

38.4

37.9

26.0

19.5

1.4

7.8

14.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

育児短時間勤務制度

所定外労働の制限（子が3歳未満の間）

時間外労働の制限（子が小学校就学未満の間、1か月24時間、1年150時間まで）

子の看護休暇制度（小学校就学前の子1人の場合5日、2人以上の場合10日、1日または半日単位）

深夜業の制限（子が小学校就学未満の間、深夜

(午後10時から午前5時まで)）

就業時間内の育児時間の確保

出産、育児などによる一時離職後の円滑な職場復帰をサポートするための講習や情報提供などの実施

建設キャリアアップシステムを活用して、職場復帰時に過去の就業履歴を証明

その他

特に取り組んでいるものはない

職員の職場復帰に関して直近1年間で実施した措置や制度（育児休業利用実績のある企業）

41.4

40.2

25.5

24.8

22.4

17.0

13.0

1.3

27.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

子育て支援

女性の積極的な採用

介護支援

教育訓練の実施

積極的登用・評価

育成に向けた配置・職種の転換

性別役割分担意識の見直しなど職場風土の改革

その他

特に取り組んでいるものはない

女性職員の活躍促進に向けての取組

（40.4）

（37.9）

（24.2）

（23.8）

（21.9）

（16.7）

（12.7）

（1.1）

（30.0）

（57.4）

（43.0）

（41.9）

（40.2）

（38.6）

（26.0）

（23.6）

（0.7）

（6.1）

（17.9）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑨

外国人材の活用の状況について 特定技能1号、特定技能2号の活用意向につい

ては、「活用している」「活用したいと考えている」

を合わせると約2割となった

高年齢労働者の雇用の状況について 約9割の企業で65歳以上の職員を雇用し

ており、大半の企業が安全衛生管理措置

に取り組んでいる。

3.0

15.6

43.5

38.0

特定技能1号、特定技能2号の活用意向について

活用している

活用したいと考えている

活用するつもりはない

わからない

7.2

2.3

1.2

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0

外国人技能実習生を雇用している

外国人建設就労者を雇用している

「特定技能１号」労働者を雇用している

外国人労働者の就労状況について

66.8

57.6

43.7

38.2

33.3

21.1

11.9

2.9

10.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

日本語能力の充実

受入体制の整備

安全・衛生教育

技能・技術力の向上

制度・法整備

賃金

日本人労働者の雇用機会の喪失

その他

特に課題はない

外国人労働者の適正な就労に向けての課題について（複数回答可）

88.2

11.8

65歳以上の職員の雇用状況について

雇用している 雇用していない

69.2

33.5

12.9

5.5

3.9

1.7

10.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

継続雇用制度の導入

定年制の引上げ

定年制の廃止

業務委託契約の締結

事業主が実施する社会貢献等への従事

その他

特に取り組んでいるものはない

高年齢者雇用に向けての取組（複数回答可）

57.9

55.7

37.0

31.6

25.9

16.6

9.9

4.7

0.3

9.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

働く高齢者の特性を考慮した作業管理

体力や健康状況に適合する業務の提供

安全衛生管理体制の確立

健診後の就業上の措置…

健診後の面接指導、保健指導

職場環境の改善等のメンタルヘルス対策

身体機能を補う設備・装置の導入

低体力者への体力維持・向上に向けた指導

その他

特に取り組んでいるものはない

高年齢労働者の安全衛生管理措置の取組について（複数回答可）

（2.0）

（17.2）

（40.3）

（40.6）

（6.6）

（2.3）

（0.7）

（66.7）

（57.6）

（44.8）

（37.2）

（33.1）

（20.6）

（12.7）

（2.5）

（10.2）

（13.5）

（86.5）

（68.6）
（29.5）

（10.7）

（4.8）

（3.4）

（1.8）

（13.6）

（57.7）

（55.7）
（39.6）

（30.3）

（25.1）

（15.9）

（9.3）

（4.7）

（0.3）

（9.6）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑩

建設キャリアアップシステムについて① 建設キャリアアップシステムの事業者登録状況については、約４割の企業が「事業者登録している」と回答し、昨年より12.7ポイント

上昇した。また、技能者登録についても、約３割の企業で「全員登録している」「一部登録している」と回答し、昨年から6.3ポイント

上昇した。

建設キャリアアップシステム普及促進に向けて有効と思われる方策については、「経営事項審査への加点」「申請の簡略化」が上

位を占めた。また、下請企業に対する建設キャリアアップシステム加入対策については、１割強の企業で「行っている」との回答が

あり、昨年より4.7ポイント上昇し、有効と思われる加入対策は、「CCUS加入の呼びかけ」が約９割を占めた。

36.5

3.2
18.1

9.6

24.8

7.7

建設キャリアアップシステム事業者登録状況

事業者登録している

事業者登録申請中

事業者登録にむけて検討中

事業者登録をする予定はない

未定

ＣＣＵＳを知らない

11.0

89.0

下請け企業に対する

建設キャリアアップシステム加入対策について

行っている

行っていない

51.6

49.5

44.3

41.4

39.0

16.5

10.1

2.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

経営審査事項への加点

申請の簡略化

工事成績評価の加点

総合評価への加点

技能者・事業者登録料、設備費(PC、カードリーダー)等の費用削減

公共工事の積算に技能者のカードのレベルに応じた賃金経費を計上

推奨モデル工事の実施

その他

建設キャリアアップシステム普及促進に向けて有効と思われる方策について

（複数回答可）

86.9

31.3

22.1

6.8

6.4

2.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

ＣＣＵＳ加入の呼びかけ

代行申請の実施

ＣＣＵＳ加入のための説明会の実施

原則としてＣＣＵＳ未加入業者と下請契約を結ばない

モデル工事現場での現場見学会の実施

その他

下請企業加入対策、または有効だと思われる加入対策

（加入対策を行っている企業、複数回答可）

（23.8）

（2.7）
（20.6）

（11.6）

（31.4）

（9.9） 12.0

14.6

56.0

雇用している技能労働者の

建設キャリアアップシステム技能者登録状況について

全員登録している

一部登録している

登録していない

（8.0）

（12.3）

（79.7）

（6.3）

（93.7）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑪

建設キャリアアップシステムについて② 加入対策を行っている企業のうち、下請企業の技能者に対するカードタッチの促進の取組を行っている企業は５割強であり、その

方策は「カードタッチの呼びかけ」が上位を占めた。また、一部には「カードタッチをしていない技能者の入場を認めない」との回答も

あった。

建退共制度電子申請方式の使用状況については、「使用している」との回答が2.9％に止まった。

52.9

47.1

下請企業の技能者に対するカードタッチ促進の取組の実施

（加入対策を行っている企業）

行っている 行っていない

88.7

21.5

19.0

5.3

2.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

カードタッチの呼びかけ

カードタッチの必要性を訴えるリーフレットの配布

説明会の実施

カードタッチをしない技能者の入場を認めない

その他

下請企業の技能者に対するカードタッチ促進対策の内容

（カードタッチ促進の取組を行っている企業、複数回答可）

2.9

97.1

建退共制度電子申請方式の使用状況

使用している 使用していない

65.9

15.5

8.5

6.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

CCUSの情報は参照せずに、日報等の情報を基に、建退共の就労実績

報告作成ツールに手入力

CUSの就業履歴データ参照しながら、建退共の就労実績報告作成

ツールに手入力

CCUSの就業履歴データを抽出し、建退共の就労実績報告作成ツール

に反映

その他

建退共制度電子申請方式の利用について

（建退共制度電子申請方式を使用している企業、複数回答可）

78.6

22.0

15.7

9.3

8.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

証紙貼付方式での対応に慣れているため

電子申請方式のやり方が分からないから

日報を参照しながら、建退共の就労実績報告作成ツールに反映するこ

と等が二度手間だと感じるから

CCUSの就業履歴データを参照しながら、 建退共の就労実績報告作成

ツールに反映すること等が手間だと感じるから

その他

建退共制度電子申請方式を使用しない理由

（建退共制度電子申請方式を使用していない企業、複数回答可）

（n=465社）



働き方改革の推進に向けた取組状況等に関するアンケート調査結果⑫

メンタルヘルスケアの取組について 「職員からの相談対応の体制整備」が最多の

40.1％となった。

人材育成の推進について 各種技能講習、資格技能手当については導入が進ん

でいる。

40.1

31.6

27.8

18.8

14.7

3.1

30.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

職員からの相談対応の体制整備

職場環境の評価及び改善

職員への研修、情報提供

管理監督者に対する教育・研修、情報提供

メンタルヘルスケアの実務を担当する者の選任

その他

特に取り組んでいるものはない

メンタルヘルスケアの取組（複数回答可）

71.9

85.1

12.5

14.2

9.4

38.2

13.9

5.5

49.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

資格技能手当

各種技能講習

建設リカレント教育

人材育成の推進

既に取り組んでいる 今後取り組む予定 取り組む予定はない

テレワークの実施について テレワークを実施している（実施した）企業は15.4％であり、新型コロナウイルス感染者対策として実施した（実施している）企業が13.7％を占めた。

1.7

10.3 3.4

84.5

テレワークの実施状況について

以前から実施している

新型コロナウイルス感染症対策として実施した

新型コロナウイルス感染症対策として実施し継続している

実施していない

（1.5）

（11.0） （3.2）

（84.3）

（65.4）

81.9

19.7

7.2

4.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

在宅勤務

モバイルワーク

サテライトオフィス勤務

その他

テレワークの施策

（実施した（している）企業、複数回答可）

（23.8）

（7.7）

（3.1）

（38.0）

（32.8）

（28.2）

（18.8）

（16.0）

（2.4）

（29.1）

（73.2） （13.9） （12.9）

（85.9） （9.2）（4.9）

（12.3） （37.3） （50.4）



① ② ③ ④(②+③) ④÷①
全業者数 人名登録数 屋号登録数 一人親方数 一人親方率

東日本支社土木部（元請） 土木 1 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 2 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 1 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 89 6 4 10 11.24%
東日本支社土木部（元請） 土木 14 0 1 1 7.14%
東日本支社土木部（元請） 土木 6 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 48 0 3 3 6.25%
東日本支社土木部（元請） 土木 4 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 2 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 16 0 2 2 12.50%
東日本支社土木部（元請） 土木 1 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 48 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 32 3 2 5 15.63%
東日本支社土木部（元請） 土木 18 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 6 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 2 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 26 3 1 4 15.38%
東日本支社土木部（元請） 土木 8 0 2 2 25.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 19 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 13 0 1 1 7.69%
東日本支社土木部（元請） 土木 7 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 8 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 4 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 3 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 3 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 6 0 0 0 0.00%
東日本支社土木部（元請） 土木 5 0 0 0 0.00%

東日本　土木　小計 392 12 16 28 7.14%

東日本支社建築部（元請） 建築 4 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 3 1 0 1 33.33%
東日本支社建築部（元請） 建築 161 43 29 72 44.72%
東日本支社建築部（元請） 建築 1 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 402 118 69 187 46.52%
東日本支社建築部（元請） 建築 11 2 1 3 27.27%
東日本支社建築部（元請） 建築 154 27 19 46 29.87%
東日本支社建築部（元請） 建築 5 1 0 1 20.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 4 0 1 1 25.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 205 15 75 90 43.90%
東日本支社建築部（元請） 建築 32 0 1 1 3.13%
東日本支社建築部（元請） 建築 611 104 94 198 32.41%
東日本支社建築部（元請） 建築 337 79 36 115 34.12%
東日本支社建築部（元請） 建築 52 5 3 8 15.38%
東日本支社建築部（元請） 建築 252 24 68 92 36.51%
東日本支社建築部（元請） 建築 210 57 21 78 37.14%
東日本支社建築部（元請） 建築 116 11 24 35 30.17%
東日本支社建築部（元請） 建築 7 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 7 2 1 3 42.86%
東日本支社建築部（元請） 建築 184 15 42 57 30.98%
東日本支社建築部（元請） 建築 107 22 14 36 33.64%
東日本支社建築部（元請） 建築 256 65 42 107 41.80%
東日本支社建築部（元請） 建築 159 59 20 79 49.69%
東日本支社建築部（元請） 建築 131 21 19 40 30.53%
東日本支社建築部（元請） 建築 39 2 2 4 10.26%
東日本支社建築部（元請） 建築 4 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 59 8 11 19 32.20%
東日本支社建築部（元請） 建築 68 2 9 11 16.18%
東日本支社建築部（元請） 建築 13 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 6 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 2 0 0 0 0.00%
東日本支社建築部（元請） 建築 3 0 1 1 33.33%

東日本　建築　小計 3,605 683 602 1,285 35.64%

東日本　合計 3,997 695 618 1,313 32.85%

支店名 種別 工事所名

個人事業主の就労状況【奥村組東日本土木・建築集計表】
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Ⅰ　概要

表１．工事の種類別　災害発生状況

一人親方等

11 ( 8 ) 3 ( 2 )

建築工事 62 ( 65 ) 38 ( 42 )

6 ( 14 ) 4 ( 9 )

22 ( 23 ) 16 ( 16 )

34 ( 28 ) 18 ( 17 )

18 ( 16 ) 9 ( 11 )

3 ( 8 ) 1 ( 2 )

94 ( 97 ) 51 ( 57 )

表２．事故の型別／起因物別　災害発生状況

一人親方等

墜落、転落 62 ( 63 ) 38 ( 44 )

17 ( 13 ) 11 ( 10 )

15 ( 20 ) 10 ( 15 )

11 ( 8 ) 7 ( 5 )

3 ( 9 ) 1 ( 5 )

3 ( 4 ) 1 ( 4 )

3 ( 2 ) 1 ( 1 )

2 ( 2 ) 2 ( 1 )

2 ( 1 ) 0 ( 1 )

2 ( 0 ) 2 ( 0 )

1 ( 1 ) 1 ( 1 )

1 ( 0 ) 1 ( 0 )

1 ( 0 ) 1 ( 0 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 1 )

7 ( 4 ) 1 ( 1 )

6 ( 1 ) 1 ( 1 )

4 ( 3 ) 3 ( 0 )

3 ( 5 ) 2 ( 1 )

3 ( 3 ) 1 ( 1 )

2 ( 2 ) 1 ( 2 )

1 ( 3 ) 0 ( 1 )

1 ( 5 ) 0 ( 3 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

0 ( 1 ) 0 ( 0 )

0 ( 2 ) 0 ( 1 )

5 ( 4 ) 4 ( 2 )

94 ( 97 ) 51 ( 57 )

崩壊、倒壊

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（38名）、役員（４名）、家族従事者（１名）である。

＊死亡者数。(　)内は令和２年数値

合計

転倒

有害物等との接触

感電

高温・低温の物との接触

おぼれ

火災

分類不能

その他

＊厚生労働省調べ（都道府県労働局・労働基準監督署が把握したものを集計）

令和３年一人親方等の死亡災害発生状況概要

総計

足場

屋根、はり、もや、けた、合掌

はしご等

土木工事

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

木造家屋建築工事

その他の建築工事

その他の建設工事

　一人親方とは、労働者を使用しないで事業を行う者であり、本資料の「一人親方等」には、これに加えて中小事業主、役員、家族従事
者を含めています。

分類不能・不明

一人親方

一人親方

建築物、構築物等

作業床、あゆみ板

激突され

はさまれ、巻き込まれ

階段、桟橋

機械装置

掘削用機械

開口部

立木等

その他の仮設物、建築物、構築物等

飛来、落下

整地・運搬・積込み用機械

トラック

ゴンドラ

乗用車、バス、バイク

記載なし

YHEBJ
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１．事故の型別災害発生状況 ２．起因物別墜落・転落災害発生状況

62 17

7 15

6 11

4 4

3 3

3 3

2 2

1 2

1 2

5 1

94 1

階段、桟橋 1

62

３．工事の種類別　元請・下請別災害発生状況 ４．年齢別災害発生状況

元請 下請 自社 不明 総計 人数

8 3 0 0 11 1

建築工事 17 40 2 3 62 3

0 6 0 0 6 3

9 11 0 2 22 10

8 23 2 1 34 12

7 9 1 1 18 20

1 2 0 0 3 42

33 54 3 4 94 3

94

5．業種別／元請・下請別　労災保険特別加入別災害発生状況

元請 総計

加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者

土木工事 5 3 1 2 0 0 0 0 6 5

建築工事 3 14 27 13 0 2 2 1 32 30

0 0 5 1 0 0 0 0 5 1

木造家屋建築工事 0 9 7 4 0 0 1 1 8 14

その他の建築工事 3 5 15 8 0 2 1 0 19 15

3 4 6 3 1 0 0 1 10 8

0 1 1 1 0 0 0 0 1 2

11 22 35 19 1 2 2 2 49 45

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（38名）、役員（４名）、家族従事者（１名）である。

＊労災保険特別加入の｢未加入｣には、加入状況が｢不明｣な場合を含む。

激突され

令和３年一人親方等の死亡災害発生状況(令和３年１月１日～12月31日)

墜落、転落 足場

崩壊、倒壊 屋根、はり、もや、けた、合掌

はしご等

飛来、落下 仮設物、建築物、構築物等

転倒 作業床、歩み板

はさまれ、巻き込まれ 掘削用機械

合計

有害物等との接触 整地・運搬・積込み用機械

高温・低温の物との接触 立木等

感電 開口部

その他 トラック

合計 機械装置

40～49歳

土木工事 19歳以下

20～29歳

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事 30～39歳

50～59歳

その他の建設工事 60～69歳

分類不能・不明 70歳以上

不明

計

下請 自社 不明

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

その他の建設工事

分類不能・不明

総計

総計

その他の建築工事

木造家屋建築工事



１．事故の型別災害発生状況 ２．起因物別墜落・転落災害発生状況

38 11

2 10

0 7

1 2

3 1

1 1

1 2

0 0

0 2

0 0

0 1

0 階段、桟橋 1

0 38

0

5

51

３．工事の種類別　元請・下請別災害発生状況 ４．年齢別災害発生状況

元請 下請 自社 不明 総計 人数

3 0 0 0 3 1

建築工事 9 25 1 3 38 1

0 4 0 0 4 1

6 8 0 2 16 5

3 13 1 1 18 7

2 6 0 1 9 10

0 1 0 0 1 24

14 32 1 4 51 2

51

5．業種別／元請・下請別　労災保険特別加入別災害発生状況

元請 総計

加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者 加入者 未加入者

土木工事 2 1 0 0 0 0 0 0 2 1

建築工事 1 8 18 7 0 1 2 1 21 17

0 0 4 0 0 0 0 0 4 0

木造家屋建築工事 0 6 5 3 0 0 1 1 6 10

その他の建築工事 1 2 9 3 0 1 1 1 11 7

1 1 4 2 0 0 0 1 5 4

0 0 1 0 0 0 0 0 1 0

4 10 23 9 0 1 2 2 29 22

＊「一人親方等」の「等」は、中小事業主（38名）、役員（４名）、家族従事者（１名）である。

＊労災保険特別加入の｢未加入｣には、加入状況が｢不明｣な場合を含む。

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

その他の建設工事

分類不能・不明

総計

総計 不明

計

下請 自社 不明

その他の建築工事 50～59歳

その他の建設工事 60～69歳

分類不能・不明 70歳以上

木造家屋建築工事 40～49歳

分類不能

その他

合計

土木工事 19歳以下

20～29歳

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事 30～39歳

感電 合計

転倒 整地・運搬・積込み用機械

おぼれ 立木等

交通事故（道路） 開口部

火災 トラック

踏み抜き 機械装置

交通事故（その他）

崩壊、倒壊 仮設物、建築物、構築物等

飛来、落下 作業床、歩み板

激突され 掘削用機械

高温・低温の物との接触

令和３年一人親方の死亡災害発生状況(令和３年１月１日～12月31日)

墜落、転落 足場

はさまれ、巻き込まれ 屋根、はり、もや、けた、合掌

はしご等


